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１．基本的考え方

ゆうちょ銀行は、「民業補完」に徹するべき

☆公正な競争条件の確保

⇒政府の関与が続く限り、「官業」として、本来民業
では提供できないサービス等の補完に徹するべき

☆肥大化した規模の縮小

⇒預金限度額の引き上げは行うべきではない

☆地域密着型金融の安定維持

⇒安定的な資金供給には取引先との長期継続的な信頼
関係が不可欠。業務範囲の拡大とりわけ貸出業務へ
の進出は地域金融・地域経済に悪影響を及ぼす

１



２．公正な競争条件の確保

ゆうちょ銀行に政府の間接的な出資が残る間は“暗黙の
政府保証”が残存し、民間金融機関との公正な競争条件
が確保できず、ゆうちょ銀行による新規業務への参入や
業務範囲の拡大は民業圧迫につながることが懸念される。

ゆうちょ銀行の株式の処分が実行されるまでは
新規業務を認可すべきではない
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日本郵政が、ゆうちょ銀行を完全民営化する具体的な計
画を早期に公表することが最も重要。



３．ゆうちょ銀行のあるべき姿

ゆうちょ銀行の巨大な規模は、官業として規模を拡大して
きたものであり、定額貯金による調達と国債による運用に
偏ることに伴う大きな金利リスクを抱えている等金融市場
に大きな影響を与えることが懸念される。

郵政民営化委員会が金融システムへの影響を見極めた上で、
そのあるべき姿と具体的方策を提示すべき
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４．地域金融安定への配慮

巨大な資本と資金力を持ち、膨大な地域の個人情報を保有
するゆうちょ銀行の業務範囲の拡大、とりわけ地域の中小
零細事業者・生活者に対する貸出業務への進出については、
信用組合が地域とともに育み築き上げてきた中小零細事業
者や生活者との関係性までをも浸食し、地域金融ひいては
地域経済等に大きな混乱を招く恐れがある。

所見に「地域金融・地域経済への影響について配慮が必要」
なことを明記すべき
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◆信用組合の業況（平成２４年３月末）

• 信用組合数 １５８組合
• 店舗数 １，７３７店
• 役職員数 ２１，５７０人
• 組合員数 ３８０万人
• 預金積金 １７兆７千億円

（対前年同月比 ３．３％増加）

• 貸出金 ９兆４千億円
（対前年同月比 ０．６％増加）

• 出資金 ３千６百億円
• 自己資本比率 １１．１％

《預金量別信用組合数》

１兆円以上 ２組合
５，０００億円～ １組合
３，０００億円～ １０組合
２，０００億円～ ９組合
１，０００億円～ ３１組合

５００億円～ ４４組合
３００億円～ ２２組合
１００億円～ ２８組合

１００億円未満 １１組合

（注）「自己資本比率」は速報値
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◆信用組合の業態

◆地域信用組合（１１４組合）
・一定の地区内の小規模事業者や勤労者、住民のための信用組合

・地区の範囲は、ほとんどが１都道府県内（大部分はより狭い地区内）

◆業域信用組合（２７組合）

・同業種の人たちによる信用組合
〔例〕 医師、歯科医師、出版製本、公衆浴場、青果市場、運輸観光業など

◆職域信用組合（１７組合）
・同じ職場に勤務する人たちのための信用組合
〔例〕 官公庁（都庁・県庁・市役所・警察・消防）、鉄道、新聞社など
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◆業態別の業況

＜資料＞全国信用組合主要勘定（平成２４年３月末）

（金額単位：億円）

全 国 地 域 業 域 職 域

（うち民族系）

組合数 １５８ 組合 １１４ 組合 １６ 組合 ２７ 組合 １７ 組合

預金積金
（１組合当り）

１７７，７６６

（ １，１２５ ）

１５７，０２４
（１，３７７）

２３，２７７
（１，４５４）

１０，１９１
（３７７）

１０，５５０
（６２０）

（最大） （１１，０５５） （１１，０５５） （１０，６７２） （１，０７２） （３，８７３）

（最小） （３１） （４０） （１１２） （７５） （３１）

貸出金
（１組合当り）

９４，７６０
（５９９）

８６，０９４
（７５５）

１３，９５８
（８７２）

３，１０４
（１１４）

５，５６１
（３２７）

預貸率 ５３．３％ ５４．８％ ６０．０％ ３０．５％ ５２．７％

店舗数
（１組合当り）

１，７３７ 店
（１０．９店）

１，６５７ 店
（１４．５店）

１８１ 店
（１１．３店）

４９ 店
（１．８店）

３１ 店
（１．８店）

出資金
（１組合当り）

３，６８９
（２３）

３，５３５
（３１）

６４４
（４０）

９２
（３）

６１
（３）

組合員数
（１組合当り）

３，８０６千人
（２４人）

３，４３０千人
（３０人）

３５６千人
（２２千人）

７９千人
（２千人）

２９６千人
（１７千人）

常勤役職員数
（１組合当り）

２１，５７０人
（１３６人）

２０，４５０人
（１７９人）

２，６２３人
（１６３人）

６１５人
（２２人）

５０５人
（２９人）
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１,０００万円未満は全体の約８割で、貸出先の
大宗を占めている。

従業員数５名以下の小規模事業者が、全体の
８５％、１０名以下では９２％を占めている。

◆ 貸出先の取引状況

◆従業員規模別貸出先構成◆貸出金の金額階層別構成

資料：（社）全国信用組合中央協会調べ（平成22年3月末、133組合）資料：業務報告書（平成23年3月末、158組合）
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